
平成 15年 2月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 10月 18日

上場会社名 株式会社　大　　　丸 上場取引所 東 大

コード番号       8234 本社所在都道府県

　( URL  http://www2.daimaru.co.jp ) 大阪府

問合せ先  責任者役職名 取締役本社管理本部財務部長

          氏       名　　　　　　　　　　　　　　小島　喜代三 TEL (06) 6281 - 9008
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 10月 18日 中間配当制度の有無　 　 有

中間配当支払開始日　　　　平成 14年 11月 25日 単元株制度採用の有無　　有 （１単元　1,000株）

１. 14年 8月中間期の業績（平成 14年 3月 1日 ～ 平成 14年 8月 31日）
(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 8月中間期 210,926 3.5 4,595 5.7 4,620 7.2
(209,862 3.6)

13年 8月中間期 203,883 2.8 4,347 19.1 4,308 18.8
(202,594 2.9)

14年 2月期 426,249 4.2 12,124 27.1 11,000 21.9
(423,912 4.3)

百万円 ％ 円　　銭

14年 8月中間期 2,233 － 8     32
13年 8月中間期 △ 22,350 － △82     53
14年 2月期 △ 26,862 － △99     19
(注)①期中平均株式数    14年 8月中間期   268,579,999 株   13年 8月中間期   270,830,356 株   14年 2月期   270,821,467 株

    ②会計処理の方法の変更　　 無

    ③営業収益(売上高)、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 8月中間期 3.00 －
13年 8月中間期 0.00 －
14年 2月期 － 2.50

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 8月中間期 257,750 54,178 21.0 202.14
13年 8月中間期 234,937 57,925 24.7 213.88
14年 2月期 242,654 53,400 22.0 197.19
(注)①期末発行済株式数  14年 8月中間期 268,028,766 株   13年 8月中間期 270,830,356 株   14年 2月期 270,803,155 株

    ②期末自己株式数    14年 8月中間期   2,801,590 株   13年 8月中間期       1,134 株   14年 2月期      27,201 株

２. 15年 2月期の業績予想（ 平成 14年 3月 1日  ～  平成 15年 2月 28日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 433,100 11,000 5,400 3.00 6.00
(431,000 )

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)      20円 15銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
  今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
　  なお、上記業績予想に関する事項は添付資料6ﾍﾟｰｼﾞをご参照ください。

営業収益 ( 売上 高 ) 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

( 当 期 ） 純 利 益

総   資   産 株  主  資  本

営業収益 ( 売上 高 ) 経　常　利　益
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 店 　別 　売 　上 　高 

（単位:百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前　　　期
 自１４.３.　１  自１３.３.　１ 自１３.３.　１

 至１４.８.３１  至１３.８.３１ 至１４.２.２８

金 額 構 成 率 金 額 構 成 率 金 額 構 成 率

大 阪 ･ 心 斎 橋 店 43,708  20.8  46,199  22.8  △2,491  △5.4   93,004  21.9  

大 阪 ・ 梅 田 店 33,364  15.9  34,911  17.2  △1,547  △4.4   71,865  17.0  

東 京 店 27,708  13.2  27,565  13.6  143      0.5     54,914  13.0  

京 都 店 39,714  18.9  40,298  19.9  △584    △1.4   83,281  19.6  

山 科 店 2,916   1.4   2,855   1.4   61       2.1     5,810   1.4   

神 戸 店 47,245  22.6  46,660  23.1  585      1.3     98,431  23.2  

新 長 田 店 3,858   1.8   4,103   2.0   △245    △6.0   8,218   1.9   

須 磨 店 6,428   3.1   -       -     6,428    -       4,674   1.1   

芦 屋 店 4,917   2.3   -       -     4,917    -       3,710   0.9   

合 計 209,862 100.0 202,594 100.0 7,268    3.6     423,912 100.0 

 商 　品 　別 　売 　上 　高 
（単位:百万円）

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前　　　期
 自１４.３.　１  自１３.３.　１ 自１３.３.　１

 至１４.８.３１  至１３.８.３１ 至１４.２.２８

金 額 構 成 率 金 額 構 成 率 金 額 構 成 率

紳 士 服 ・ 洋 品 18,107  8.6   19,125  9.4   △1,018  △5.3   40,301  9.5   

婦 人 服 ・ 洋 品 64,218  30.6  60,551  29.9  3,667    6.1     129,489 30.5  

子 供 服 ・ 洋 品 4,552   2.2   4,294   2.1   258      6.0     8,656   2.0   

呉 服 寝 具 そ の 他 の 衣 料 4,501   2.1   4,481   2.2   20       0.5     9,508   2.2   

身 回 品 27,555  13.1  28,467  14.1  △912    △3.2   58,200  13.7  

家 具 3,472   1.7   3,909   1.9   △437    △11.2  7,410   1.8   

家 電 652     0.3   716     0.4   △64     △8.9   1,413   0.3   

家 庭 用 品 7,142   3.4   7,112   3.5   30       0.4     14,691  3.5   

食 料 品 46,343  22.1  40,877  20.2  5,466    13.4    88,468  20.9  

雑 貨 23,791  11.3  23,957  11.8  △166    △0.7   47,598  11.2  

食 堂 喫 茶 6,433   3.1   6,319   3.1   114      1.8     12,602  3.0   

サ ー ビ ス 1,286   0.6   1,138   0.6   148      13.0    2,319   0.6   

そ の 他 1,803   0.9   1,643   0.8   160      9.7     3,252   0.8   

合 計 209,862 100.0 202,594 100.0 7,268    3.6     423,912 100.0 

衣 料 品 合 計 91,379  43.5  88,452  43.6  2,927    3.3     187,955 44.2  

　　　　   期　別

  店　別
増 減 高 増 減 率

　　　　   期　別

 商　品　別
増 減 高 増 減 率

％ ％ ％

％ ％ ％

％

％
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中　　間　　貸    借    対    照    表
( 資   産  の  部 )

 (単位：百万円)

期　別

  科　目 (平成14年8月31日) (平成13年8月31日) (平成14年2月28日)

( 資 産 の 部 ) ( 257,750 ) ( 234,937 ) ( 22,813 ) ( 242,654 ) ( 15,096 )

 流 動 資 産 80,587 87,124 △ 6,537 80,614 △ 27

現 金 及 び 預 金 24,035 19,010 5,025 19,082 4,953

受 取 手 形 323 363 △ 40 396 △ 73

売 掛 金 18,332 31,134 △ 12,802 28,749 △ 10,417

有 価 証 券 － 27 △ 27 － 0

商 品 15,680 16,178 △ 498 16,042 △ 362

貯 蔵 品 199 77 122 198 1

前 渡 金 － 6 △ 6 7 △ 7

前 払 費 用 787 972 △ 185 1,041 △ 254

短 期 貸 付 金 7,998 20,858 △ 12,860 11,906 △ 3,908

未 収 入 金 9,244 － 9,244 － 9,244

繰 延 税 金 資 産 1,837 5,002 △ 3,165 1,811 26

そ の 他 の 流 動 資 産 3,398 3,048 350 2,431 967

貸 倒 引 当 金 △ 1,250 △ 9,555 8,305 △ 1,053 △ 197

 固 定 資 産 177,162 147,813 29,349 162,039 15,123

有形固定資産 74,520 65,635 8,885 68,464 6,056

建 物 及 び 構 築 物 44,011 42,467 1,544 43,628 383

車 輌 及 び 器 具 備 品 517 482 35 577 △ 60

土 地 19,110 16,673 2,437 16,722 2,388

建 設 仮 勘 定 10,880 6,011 4,869 7,535 3,345

無形固定資産 4,181 4,036 145 4,004 177

借 地 権 2,084 2,084 0 2,084 0

ソ フ ト ウ エ ア 1,676 1,491 185 1,495 181

その他の無形固定資産 420 460 △ 40 425 △ 5

投   資   等 98,460 78,141 20,319 89,570 8,890

投 資 有 価 証 券 13,067 13,020 47 12,261 806

子 会 社 株 式 5,800 5,099 701 5,810 △ 10

長 期 貸 付 金 37,959 18,692 19,267 27,502 10,457

長 期 保 証 金 25,684 27,903 △ 2,219 27,770 △ 2,086

長 期 前 払 費 用 886 910 △ 24 816 70

繰 延 税 金 資 産 21,094 14,887 6,207 21,838 △ 744

そ の 他 の 投 資 等 994 990 4 973 21

貸 倒 引 当 金 △ 7,027 △ 3,363 △ 3,664 △ 7,402 375

257,750 234,937 22,813 242,654 15,096

増 減 高

合          計

前 期

増 減 高

当 中 間 期 前 年 中 間 期
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中　　間　　貸    借    対    照    表
( 負債及び資本の部 )

 (単位：百万円)

期　別

  科　目 (平成14年8月31日) (平成13年8月31日) (平成14年2月28日)

( 負 債 の 部 ) ( 203,571 ) ( 177,012 ) ( 26,559 ) ( 189,254 ) ( 14,317 )

 流 動 負 債 141,312 118,584 22,728 129,697 11,615

支 払 手 形 1,846 601 1,245 663 1,183

買 掛 金 36,374 34,049 2,325 30,338 6,036

短 期 借 入 金 35,714 36,554 △ 840 36,302 △ 588

社債（１年内償還） 10,000 － 10,000 10,000 0

未 払 金 4,213 2,795 1,418 3,601 612

未 払 法 人 税 等 1,629 1,497 132 1,005 624

未 払 消 費 税 等 738 887 △ 149 952 △ 214

未 払 費 用 1,466 1,414 52 1,446 20

前 受 金 16,161 16,825 △ 664 15,933 228

預 り 金 28,892 19,956 8,936 25,097 3,795

賞 与 引 当 金 3,840 3,750 90 3,775 65

販 売 促 進 引 当 金 300 － 300 300 0

そ の 他 の 流 動 負 債 134 252 △ 118 281 △ 147

 固 定 負 債 62,258 58,427 3,831 59,556 2,702

社 債 － 10,000 △ 10,000 － 0

転 換 社 債 5,218 5,218 0 5,218 0

長 期 借 入 金 31,062 27,647 3,415 27,807 3,255

退 職 給 付 引 当 金 25,301 14,993 10,308 25,866 △ 565

役員退職慰労引当金 226 185 41 205 21

そ の 他 の 固 定 負 債 449 382 67 459 △ 10

( 資 本 の 部 ) ( 54,178 ) ( 57,925 ) ( △ 3,747 ) ( 53,400 ) ( 778 )

 資  本  金 20,283 20,283 0 20,283 0

 資本剰余金 23,184 23,184 0 23,184 0

資 本 準 備 金 23,184 23,184 0 23,184 0

 利益剰余金 11,502 14,458 △ 2,956 9,946 1,556

利 益 準 備 金 4,657 4,657 0 4,657 0

別 途 積 立 金 － 20,340 △ 20,340 20,340 △ 20,340

固定資産圧縮積立金 2,070 2,115 △ 45 2,115 △ 45

特 別 償 却 準 備 金 318 424 △ 106 424 △ 106
中間未処分利益又は
中間未処理損失(△)

4,456
 
△ 13,079

 
17,535 △ 17,591

 
22,047
 

（うち中間純利益又は
中 間 純 損 失 ( △ ))

( 2,233 ) ( △ 22,350 ) ( 24,583 ) ( △ 26,862 ) ( 29,095 )

 その他有価証券評価差額金 546  －  546 －  546  

 自 己 株 式 △ 1,338 － △ 1,338 △ 13 △ 1,325

257,750 234,937 22,813 242,654 15,096合          計

増 減 高 増 減 高

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期
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 中　　間　　損  　益  　計    算    書 

(単位：百万円)

期      別  

自 平成14年3月 1日 自 平成13年3月 1日 自 平成13年3月 1日
至 平成14年8月31日 至 平成13年8月31日 至 平成14年2月28日

％

 営   業   収   益 210,926 203,883 7,043 3.5 426,249

売 上 高 209,862 202,594 7,268 3.6 423,912

そ の 他 収 入 1,064 1,289  △    225 △17.4 2,336

（ 売 上 総 利 益 ） (57,412) (55,984) (1,428) (2.5) (116,873)

（売上総利益率％） (27.36) (27.63) (△0.27) － (27.57)

 営   業   費   用 206,330 199,536 6,794 3.4 414,125

売 上 原 価 152,449 146,609 5,840 4.0 307,039

販売費及び一般管理費 53,881 52,927 954 1.8 107,086

4,595 4,347 248 5.7 12,124

 営  業  外  収  益 1,219 1,632  △    413 △25.3 2,562

受 取 利 息 438 458  △     20 △ 4.4 909

受 取 配 当 金 248 347  △     99 △28.4 384

雑 収 入 532 826  △    294 △35.6 1,268

 営  業  外  費  用 1,194 1,670  △    476 △28.5 3,687

支 払 利 息 914 960  △     46 △ 4.7 1,828

雑 支 出 279 710  △    431 △60.7 1,858

4,620 4,308 312 7.2 11,000

特   別   利   益 530 4,451  △  3,921 △88.1 4,727

固 定 資 産 売 却 益 328 303 25 8.1 303

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 202 － 202 － 276

退職給付信託設定益 － 4,147  △  4,147 － 4,147

特   別   損   失 1,280 47,276  △ 45,996 △97.3 62,150

固 定 資 産 売 却 損 233 － 233 － －

固 定 資 産 除 却 損 342 － 342 － －

投資有価証券評価損 135 2,478  △  2,343 △94.6 3,246

新設店舗開設前費用 569 － 569 － －
退 職 給 付 会 計 基 準
変更時差異費用処理額 － 26,721  △ 26,721 － 37,756

関係会社貸倒引当金繰入額 － 9,207  △  9,207 － 5,935

関係会社株式評価損 － 8,869  △  8,869 － 9,222

関 係 会 社 整 理 損 － － － － 5,689

販売促進引当金繰入額 － － － － 300

3,870  △38,516 42,386 －  △46,422

1,314 1,357  △     43 △ 3.2 1,572

323  △17,523 17,846 －  △21,132

2,233  △22,350 24,583 －  △26,862

2,223 9,270  △  7,047 △76.0 9,270

4,456  △13,079 17,535 －  △17,591

増 減 高 増 減 率

前 期前 年 中 間 期当 中 間 期

営   業   利   益

経   常   利   益

科      目

営

業

外

損

益

の

部

経

常

損

益

の

部

営

業

損

益

の

部

特

別

損

益

の

部

税 引 前 中 間 純 利 益 又 は
税 引 前 中 間 純 損 失 ( △ )

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中間純利益又は中間純損失(△)

前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 分 利 益
又 は 中 間 未 処 理 損 失 ( △ )
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中間財務諸表作成の基本となる事項 

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
       ①子会社株式及び    移動平均法による原価法 
           関連会社株式  
       ②その他有価証券 
         時価のあるもの   当中間会計期間末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により 
                   処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
         時価のないもの   移動平均法による原価法 
 
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①商     品    売価還元法による原価法、ただし、輸入未着商品は帳簿棚卸の個別法による原価法 
②貯  蔵  品    先入先出法による原価法 

 
３．固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産      
建物及び構築物  定 額 法 
車輌及び器具備品  定 率 法 

②無形固定資産    定 額 法 ただし、自社使用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（5年）に基づく定額法 
 
４．繰延資産の処理方法 
       開   発   費   支出時全額費用処理 
      （新設店舗開設前費用） 
 
５．引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率を使用し、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 
 
②賞 与 引 当 金    従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 
 
③販売促進引当金    販売促進を目的とするﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞ制度により発行されたﾎﾟｲﾝﾄお買物券の未引換額

に対し過去の回収実績率に基づき、将来利用されると見込まれる額を引当計上して

おります。 
 なお、前中間期まではﾎﾟｲﾝﾄお買物券を回収時に費用処理しておりましたが、前

事業年度より当会計処理方法に変更しております。また、変更後の会計処理方法で

前中間期の影響額を試算しますと、税引前中間純損失が 300 百万円増加いたしま
す。 

 
④退職給付引当金    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上

しております。なお、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（12 年）による定額法により、発生年度から費用処理し
ております。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12 年）による定額法により按分した額を、それぞれ
発生年度の翌期から費用処理しております。 
 

⑤役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を引当計上して

おります。 
 
６．リース取引の処理方法       リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 
                   については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７．ヘッジ会計の処理方法 
①ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップについては特例処理の要件

を満たしている場合は特例処理を採用しております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象     
            ヘッジ手段：金利スワップ取引 
            ヘッジ対象：長期借入金利息 
③ヘッジ方針      当社の財務上のリスク管理方針に基づき、金利リスクの高い一部の借入金利息につ

いてヘッジしております。 
 
８．消費税等の会計処理方法     税抜方式によっております。 

 
 

表示方法の変更 

 従来、「その他の流動資産」に含めて表示していた「未収入金」（前中間会計期間末 167 百万円）は、当中間会計期間より
区分掲記しております。 
 
 

追加情報 

（売掛債権の譲渡） 
 当中間会計期間より、自社発行クレジット売掛債権のうち、12,034 百万円を特別目的会社（ＳＰＣ）に譲渡しており
ます。なお、譲渡代金のうち受取額を控除した部分については未収入金に 9,034百万円計上しております。 

 
（金融商品会計） 
当中間会計期間より、その他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る会計基準（「金融

商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 11年 1月 22日））を適用しております。この結果、
その他有価証券評価差額金 546百万円が計上され、投資有価証券は 942百万円増加し、固定資産の繰延税金資産は 395
百万円減少しております。 

 
（自己株式）  
中間財務諸表等規則の改正により、前中間会計期間まで「有価証券」に含めて表示していた「自己株式」（前中間会計

期間末 0百万円）は、資本に対する控除項目として資本の部の末尾に表示しております。 
 
（中間貸借対照表の表示）  
当中間会計期間より、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令（平成 14年

3月 26日内閣府令第 10号）」附則第 2項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、資本剰余金、利益剰余金及びその
他の科目をもって掲記しております。なお、前中間会計期間末及び前事業年度末についても改正後の表示に組替えており

ます。 
 
（厚生年金基金の代行部分の返上） 
 当社を母体とする大丸厚生年金基金は、代行部分について平成 14 年 8月 20 日に厚生労働大臣から将来分支給義務免
除の認可を受けました。これに伴い当社は「退職給付会計に関する実務指針（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第

13号）」第 44－2項に定める方法により、認可の日における将来分支給義務免除を反映した退職給付債務により過去勤務
債務を算定し、当該過去勤務債務の当中間会計期間における負担額は退職給付費用（△390百万円）に計上しております。
なお、認可の日において、第 47－2項に定める経過措置を適用して代行部分返上益を計上した場合、税引前中間純利益は
11,494百万円増加いたします。 

 
 

貸借対照表注記 

１．子会社に対する短期金銭債権           ８，０６５百万円 
子会社に対する長期金銭債権         ２４，３３３百万円 
子会社に対する短期金銭債務         ２５，２９５百万円 
子会社に対する長期金銭債務            ２２１百万円 

 
２．有形固定資産の減価償却累計額        ６８，２５０百万円 
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３．担保に供している資産 
建物及び構築物       １９，４００百万円 
土     地        １，５４０百万円 
投資有価証券        ３，６１７百万円 

 
４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、車輌及び器具備品の一部については、リース契約により使用しております。 

 
５．保証債務残高                １９，５１６百万円 
  保証予約残高                 １，８００百万円 
     計                  ２１，３１６百万円 
上記のほかに、大阪ダイヤモンド地下街㈱の地下街店舗用建物等の賃料・共益費等一切の債務について賃貸人 
に対して他２社と連帯保証をしております。なお、当該保証について当社の負担割合は 40％であります。 

 
６．１株当たりの中間純利益               ８円３２銭 

 
 

損益計算書注記 

１．子会社に対する売上高                ２８百万円 
２．子会社からの仕入高              ５，６７１百万円 
３．子会社との営業取引以外の取引高        ３，１９９百万円 

 
 

リース取引に関する注記 

１．リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

取得価額相当額   減価償却累計額相当額   中間期末残高相当額 
車輌及び器具備品       ４，４９７百万円     ２，１５３百万円    ２，３４４百万円 

 
②未経過リース料中間期末残高相当額 

当中間期       前年中間期 
１  年  内        ６１３百万円      ５９０百万円 
１  年  超      １，７３０百万円    １，５７７百万円 
合     計      ２，３４４百万円    ２，１６８百万円 
 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料中間期末残高相当額の算定は、未経過リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。 
 
③支払リース料及び減価償却費相当額 

当中間期       前年中間期 
支 払 リ ー ス 料                       ３２９百万円      ３４０百万円 
減価償却費相当額                      ３２９百万円      ３４０百万円 

 
④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 
２．オペレーティング・リース取引 

当中間期       前年中間期 
未経過リース料                １  年   内      １，５１２百万円    １，５６２百万円 

１  年  超     １４，７３５百万円   １０，５７９百万円 
合     計     １６，２４８百万円   １２，１４２百万円 

 



有価証券に関する注記

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位：百万円）

中間貸借対 中間貸借対 貸借対照表
照表計上額 照表計上額 計　上　額

 子会社株式 － － － － － － － － －

 関連会社株式 312 388 75 312 347 34 312 399 86

計 312 388 75 312 347 34 312 399 86

前　　期(H14.2.28)

時　　価 評価損益区　　分 時　　価 評価損益

当中間期(H14.8.31) 前年中間期(H13.8.31)

時　　価 評価損益
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